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研究成果の概要（和文）：ロマンス語族言語などで観察される人称格制約の効果が日本語にも観察されるかどう
かを検証した。関連する例文、例えば「友梨奈が秋元先生に私を推薦したそうだ。友香も {彼に/[e]} {私を
/[e]} 推薦したらしい。」などにおいて、後続文の関節目的語と直接目的語のいずれもがゼロ形である場合でも
容認度の低下が見られないという結果を得た。これにより、日本語には当該効果が観察されないという結論に至
った。この観察は、人称格制約を形態論的条件とみなす立場と統語論的条件とみなす立場のいずれにおいても説
明されうることを確認した。

研究成果の概要（英文）：It was investigated whether or not the effects of the Person Case Constraint
 can be observed in Japanese. Considerations of relevant data where ditransitive verbs appear with 
phonetically null indirect and direct objects have indicated that the relevant effects are absent in
 Japanese. This can be accommodated either under the view that the Person Case Constraint is a 
morphological condition or with the position assuming it to be a syntactic condition.

研究分野：言語学
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１．研究開始当初の背景 
 
 スペイン語などでは、目的語代名詞が音韻
的に動詞に付加する接辞として表出される。
三項動詞が現れる構文で直接目的語と間接
目的語の両方が接辞として表出する場合、そ
の二つの接辞の人称と格に関する組み合わ
せ が 全 て 許 容 さ れ る わ け で は な い
(Perlmutter (1971))。例えば、間接目的語
が接辞として生じる場合、直接目的語接辞は
3 人称のもののみ許容され、1 人称や 2 人称
の接辞は許容されない。Bonet (1991)は関連
する制約を人称格制約と呼び、形態論的な説
明を提示した。 
 その後多くの研究者により、人称格制約効
果は上記のロマンス語に限らず、スラブ語の
目的語接辞にも観察されること、さらには目
的語接辞を有する言語にとどまらず、目的語
を顕在的に表出させず代わりに動詞上の一
致要素を用いる言語(バスク語など)でも当
該効果が見られることなどが指摘されてき
た。 
 これらを踏まえて、人称格制約効果は普遍
的な現象であると認識されるに至り、この 20
年ほどはその現象を説明しようとする試み
が精力的になされている。代表的な先行研究
には、形態論的な説明を提示したものに
Bonet (1991)、Boeckx (2000)、Miller and Sag 
(1997)など、機能範疇と名詞句の一致の観点
から統語論的な説明を提示したものに
Anagnostopoulou (2003) や Ormazabal and 
Romero (2007)など、機能主義的な説明を試
みたものに Haspelmath (2004)などが挙げら
れる。関連する文献の数を見れば、それがま
さに「ホット」なトピックであることがわか
る。 
 一方で、当該現象の考察対象となる言語は
代名詞接辞や顕在的一致を有する言語が主
なものであり、筆者が知る限り日本語や類似
した言語を考察したものは皆無であろう。こ
れは、日本語には代名詞接辞も顕在的一致も
存在しないことからもっともなことではあ
る。しかし、人称格制約が普遍的であるとい
う立場からすると、日本語のような言語に当
該現象が存在するのか否かを明らかにする
ことは重要であり、存在するにしてもしない
にしても、そのことは先行研究で提示された
諸分析の妥当性を検証することに役立つは
ずである。例えば、一例を挙げれば、機能範
疇と名詞句の一致の観点から人称格制約効
果に統語論的な説明を与える立場は、日本語
にはそのような一致が存在しないという仮
説(Kuroda (1988)、Fukui (1988)など)と組
み合わされれば、日本語に当該効果は観察さ
れないという予測をする。このような予測を
実際のデータに照らし合わせて検証するこ
とはまさに時宜を得た研究である。 
 
２．研究の目的 
 

 上記の背景に鑑み、本研究は、特に日本語
の三項動詞(「推薦する、紹介する」など)を
含む文が人称格制約の効果を示すかどうか
を調査する。当該効果が生じるのは目的語接
辞という「弱形」代名詞や一致に認可される
空代名詞が用いられる場合なので、日本語で
も三項動詞が用いられた文の目的語が音形
がない事例を考察する。日本語における当該
効果の有無を明確にした後、その存在もしく
は非在の理由を、人称に関わる機能範疇など
との関連を含めて考察する。 
 
３．研究の方法 
 
・先行研究の調査による基本的な事柄の理
解：先行研究で指摘されている言語、その
構文、現象などを理解し、そこで提案され
ている分析・仮説に精通する。 
・日本語の考察：日本語の関連構文において、
人称格制約の効果が観察されるかどうか
を容認度テストにより調査する。 
・日本語で得られた成果の分析：日本語の調
査により得られた結果を考察し、それを説
明する仮説を提示する。より一般的な言語
理論上の仮説や日本語統語論における仮
説などの観点から考察する。 
 
４．研究成果 
 
 本研究の目的は、いわゆる人称格制約(the 
Person Case Constraint)の効果が日本語に
も観察されるのかどうかを明らかにし、当該
効果の日本語における存在もしくは非在の
理由を説明することであった。人称格制約は
以下のように述べられる(Bonet (1991))。 
 
(1) 弱形与格代名詞目的語が存在する場合、
弱形対格代名詞目的語は3人称でなけれ
ばならない。 

 
この制約の効果は、以下のカタルーニャ語の
データにより例示される(例文(2a-c)は
Bonet (2007)による)。 
 
(2)  a. * Al  director,  me   
  to-the  director  1SG.ACC  
  li  ha  recomanat  la  
  3SG.DAT  has  recommended  the  
  Mireia  
  Mireia  
  ‘As for the director, Mireia has 

recommended me to him’  
 b.  El  director,  me   
  the  director  1SG.DAT 

  
  l’ha  recomanat  la  
   3SG.ACC.has  recommended  the 
  Mireia  
   Mireia  
  ‘As for the director, Mireia has 



recommended him to me’  
 
 c.  La  Mireia  m’ha  
  the  Mireia  1SG.ACC.has  
   recomanat  al  director  
  recommended  to-the  director  
  ‘Mireia has recommended me to 

the director’  
 
(2a)では、文頭に置かれた名詞句に対応する
3 人称与格接辞が生じており、対格目的語は
1 人称接辞になっている。この例文は非文で
ある。他方、(2b)では、文頭に置かれた名詞
句に対応する 3人称接辞は対格であり、与格
接辞は 1人称である。この組み合わせは許容
される。また、(2c)では、対格接辞は 1人称
であるが、与格目的語が接辞、つまり弱形に
なっておらず、その文は許容される。 
 本研究は、普遍的とされる人称格制約効果
の普遍性を日本語の考察にもとづき検証す
ることを目指した。研究期間中に当該現象に
関する文献調査を行なったが、人称格制約と
いう観点で行われた日本語に関する研究で
公表されているものは見当たらなかった(平
成 27 年時点の調査による)。その意味で本研
究には新奇性があったと言える。 
 また、スペイン語や上記カタルーニャ語な
どの従来詳細な研究が行われている言語の
データをもとに、対応する日本語の例文を作
成し、それらの容認度を調査した。作成した
例文は以下のようなものである。 
 
(3)  友梨奈が秋元先生に私を推薦したそう
だ。友香も {彼に/[e]3 } {私を/[e]1} 
推薦したらしい。 

 
(4)  話者 A: 「私は秋元先生に会いたいの。」 
 話者 B: 「友梨奈が {彼に/[e]3 } {君を

/[e]2} 紹介するそうだよ。」  
 
例(3)では、第 1 文に続いて第 2 文が使用さ
れることが想定されている。いずれにおいて
も動詞は「推薦する」という与格目的語(「〜
に」)と対格目的語(「〜を」)を選択する動
詞である。第 1文では与格目的語として 3人
称名詞句「秋元先生」、対格目的語として 1
人称表現「私」が用いられている。第 2文で
は、与格目的語として「秋元先生」を指す「彼」、
体格目的語として 1人称表現「私」が用いら
れているのだが、第 1文からの繰り返しにな
るために、両者を省略することが可能である
(省略形・ゼロ形をそれぞれ[e]3、[e]1で表し
ている)。日本語における音形のない、いわ
ゆる「省略された」主語や目的語を音形のな
い代名詞(専門的には空代名詞と呼ばれる)
とみなす立場(Kuroda (1965)など)から見る
と、第 2 文の 2 つの[e]を弱形代名詞の一種
とみなすことができる。もし日本語において
人称格制約が働いているとすると、第 2文で
2 つの目的語がいずれも音形がない場合は非

文となるはずである。しかしながら、当該例
文は十分に容認される文である。 
 次に例(4)では、話者 A の発話をうけた話
者Bの発話において、動詞として三項動詞「紹
介する」が用いられており、その与格目的語
が 3人称、対格目的語が 2人称となっている。
これらの目的語が音形がない場合であって
も、例文は十分に容認される。 
 以上の観察から、日本語では人称格制約の
効果が観察されないと結論づけることがで
きると思われる。これは、以下の仮説により
説明することができる。 
 まず、Bonet (1991)によると、人称格制約
は形態論的条件と仮定されている。目的語が
接辞として動詞とともに音韻的ユニットを
構成する場合(あるいは目的語との一致を表
す屈折形が動詞上に現れる場合)の形態的具
現化に関する条件と考える立場である。これ
によれば、日本語においては、与格目的語と
対格目的語が弱形、すなわちゼロ形であって
も、動詞の形態は変化せず、またそれらゼロ
形目的語は音形がないわけであるから、やは
り動詞の形態に影響を及ぼさない。これによ
り、日本語に人称格制約の効果が観察されな
いことが導かれる。 
 また、人称格制約を統語的条件とみなす立
場(Anagnostopoulou (2003)や Ormazabal and 
Romero (2007)など)では、動詞句内にある 1
人称もしくは2人称の弱形対格目的語が動詞
句の外部にある一致に関わる機能範疇と一
致しなければならず、この一致の関係が弱形
与格目的語が介在する場合は阻止されると
仮定されている。この立場からすると、日本
語には一致という操作自体が存在しないと
いう Kuroda (1988)などの仮説と相まって、
日本語における当該効果の欠如が説明され
る。一致という操作自体が存在しないわけだ
から、それが阻止されるという事態がないわ
けである。 
 あるいは、人称格制約の適用対象となって
いる弱形代名詞という概念に注目すること
も可能である。日本語の音形のない主語や目
的語については、近年「項省略」による分析
が主流になっている(Takahashi (2014)、高
橋 (2016)など)。これによると、(3)や(4)に
おけるゼロ形目的語は、対応する音形のある
代名詞、つまり弱形ではない名詞句が削除さ
れたものと捉えられる。この場合、日本語に
はそもそも弱形代名詞というものが存在し
ないという可能性が出てくる。これが正しけ
れば、人称格制約が日本語に適用しないこと
が自然なこととして導かれる。 
 まとめると、本研究の主要な成果は、人称
格制約の効果が日本語には見られないとい
う観察を得たことである。これは、上述した
3 つの仮説のいずれか、もしくはそれらの組
み合わせにより、自然な形で説明することが
できるように思われる。 
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